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第４７回大津地方裁判所委員会議事概要 

１ 日時 

  令和７年７月３日（木）午後２時から午後４時まで 

２ 場所 

  大津地方・家庭裁判所大会議室（本館１階） 

３ 出席者 

  （地方裁判所委員会委員）五十音順・敬称略 

池田聡介、小倉哲浩、角田徹、竹村和子、土井一成、土井裕明、古川貴大、堀池宏志、

山本はるか 

  （事務担当者） 

   山田陽三、川村美佐子、山本正明、中野菜穂子、川合邦英、坂田幸二、蔵慎之介、構

久子 

４ 議事 

(1) 前回委員会以後の裁判所における取組等 

    事務担当者から、前回委員会で委員から出された意見を踏まえて、裁判所が行った

取組等について説明した（前回のテーマ「刑事手続における犯罪被害者保護制度」）。 

 (2) 意見交換（テーマ「民事調停手続について」） 

    事務担当者から民事調停手続の概要や実情の説明及び調停室の案内をした後、意見

交換を行った。 

    発言要旨は、別紙のとおりである。 

 (3) 次回委員会の日程、テーマについて 

次回のテーマは「活力ある執務環境の整備について－デジタル化や職員の働き方の

変容の中で－」とし、実施方法や実施時期については、追って調整する。 
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（別紙） 

（発言要旨） 

（委員長：●  委員：○  事務担当者等：□） 

● 本日のプレゼンや見学を踏まえて、質問、感想や御意見があればいただきたい。 

○ 民事調停の件数が減少しているとか伸び悩んでいるということだったが、本来はもっ

とあってしかるべきなのに、これしか件数がないのはおかしいと裁判所は考えていると

いう理解でよいか。 

□ 本当に需要がなくて事件数が少ないのか、需要が本当はあるのに申立てが少ないのか

は分からない。裁判所は事件が係属してから対応するので、申し立てられなかった紛争が

どれだけあるのかを知ることは難しい。 

○ 件数が少ないのは、民事で話合いをする住民が少ないからではないかという考えには

ならないのか。事件数よりも、民事調停が広く知れ渡っているかに焦点を絞って意見交換

した方がよいのではないか。例えば、隣人との紛争において民事調停が役に立つのかもし

れないが、調停を使わない人は多いと思われる。そういう人たちに民事調停を広く知って

もらうにはどうしたらよいのかを話し合ってはどうか。 

● 人口について、滋賀県は近年増加傾向にある。もし隣人等の紛争に巻き込まれたときに

民事調停を知っていたら利用しているか。 

○ 利用しないと思う。まずは交番を頼ってしまうと思う。国民の多くは、民事調停のこと

は知らないと思うので、周知が必要だと思う。 

○ 簡裁の民事調停は確かに少ない状態が続いているが、訴訟も増えておらず、長期減少傾

向である。裁判所に持ち込まれる事件自体が減っていることは間違いない。人口が減って

いるので紛争自体が減っている可能性はあるし、裁判外で話合いをする手段が増えてい

ることも原因として考えられる。例えば、交通事故だと本来であれば裁判所で訴訟や調停

することが可能だが、ほとんどの人が任意保険に入っており、保険会社が示談代行をやっ

てくれ、交通事故は解決の見通しが立ちやすいので、保険会社との交渉だけで解決してし

まい、わざわざ弁護士に依頼して裁判所で手続をするまでもなく終わっていることが多

い。しかし、持ち込まれた事件のことしか分からず、裁判所で手続をしたいけれど我慢し

ている人がいるとしたら問題であるが、そこは分からない。弁護士の目から見ると、民事

調停は簡単に申し立てられるし、費用も安いため使いやすく、調停になじむ事件では使っ

てもよいと思う。 

○ 民事調停も民事訴訟も減っているとのことだったが、増えている事件はあるのか。 

○ 家事事件は、訴訟も調停も増えている。離婚や相続が増えている。 

● 交通事件も簡裁では増えているか。 

○ 交通事故に関しては、自動車保険に入ると弁護士費用特約をつけることになるが、その

結果、弁護士を依頼するときに保険会社が費用を負担してくれるので弁護士に依頼しや

すくなり、その結果、裁判所に事件を持ち込みやすくなる。裁判所に持ち込みやすい環境
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が整えば事件が増える可能性はある。 

● 潜在的ニーズはあるのに増えていないということはないか。 

○ 大学生がもし民事調停を利用するとしたらどんな場合かを考えてみたが、まず民事調

停という言葉を知らない学生が多いのではないかと思う。何かトラブルに巻き込まれて

ネットで検索する際のキーワードは、「調停」よりも「裁判」の方が多そうだし、もし学

生がトラブルに巻き込まれるとしたらアルバイト代の未払かなと思い、検索してみたら

「訴訟」というキーワードが出てきた。 

● 本当は紛争があって解決したいけれど泣き寝入りしている例があるとしたら、裁判所

で手続をしてもらうことが考えられる。 

○ 学生のアルバイト代の未払なら、調停よりも労働基準監督署に行って申告するのが普

通であろう。紛争が全て裁判所でやらないといけないわけではない。学生だと、下宿を引

き払うときに敷金を返してもらえないことが結構あるが、金額も小さいし調停向きでは

ないか。裁判所に持ち込めば大体解決するのではないか。 

□ 敷金返還請求は、通常事件でも調停でもそこそこの事件数がある。 

● 学生は民事調停を知っていたら、使うだろうか。 

○ 大学では、ハラスメントがあると、当事者同士での話合いよりもハラスメント委員に話

を持ち込むことが多いと聞いている。当事者同士での解決にためらいがあるのか、顔を合

わせて話し合うことから遠のきたい気持ちの表れなのかもしれない。となると、調停がお

互い顔を合わせることが前提ならば、調停制度を知っても、お互い顔を合わせないといけ

ないことが分かれば利用をちゅうちょするかもしれない。 

● 調停の運用に関することだが、調停は必ずしも顔を合わせる必要はなく、お互いにでき

るだけ顔を合わせずに進行することも可能であり、むしろその方が多いかもしれない。 

○ 事件数が減っていると聞いて、ネットで調べるとたくさん解決方法が出てくるので、自

己解決や未然防止がベースにあるのかもしれないと感じた。また、先ほど動画を見ていて、

隣人同士で良好な関係を維持するために譲り合いを重んじた解決がなされていたが、も

し決裂して裁判に進んだときに、調停の提案とは全く違う内容の判決が出ることはある

のか。 

□ もし判決すると、新たな契約がない以上は、動画のような結論は出せない。取得時効を

認めるかどうかを判断することになるだろう。 

○ 訴訟でも和解があり得るので、結論を見据えながら話合いでの解決もあり得るが、それ

がうまくいかずに判決になれば、境界の位置を認定することになろうか。それと比べると、

今の塀の位置でお互いそんなに困っていないなら、それを前提に調停で解決することも

あり得る。証拠があまりないが話合いでやろうと調停から始めたが、決裂して訴訟になっ

たら、そこからは証拠がどれだけあるかにかかってくるので、調停で目指していた解決と

判決が異なることは理屈上あり得る。 

● 補足すると、事実も証拠もはっきりしていて争いがない場合、裁判になったらこうなり
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ますよと説得することもあれば、時間をかけてまで裁判するよりもお互いもう少し譲歩

してやりませんかという説得もある。また事実関係がはっきりしない場合、お互い主張立

証を尽くさないとわからないね、お互いリスクあるねという説得もある。さらに、双方の

関係維持を見据え、お互いが気持ちよく前向きになれるように、判決では解決できない調

停案を出すこともある。以上のようにいろいろなバリエーションがある。 

○ 今の話を聞いて、調停と訴訟では、大事にされているところや目指しているところが少

し違うのかなという印象を受けた。 

● 柔軟な解決を求めて調停を使ってみたいか、それとも最近の人は訴訟で白黒つけたほ

うがいいか、どうだろうか。 

○ 自分の地域での紛争を考えると、調停があれば、もやもやしたものを、第三者を入れて

解決したいという人がいるかもしれない。しかし、調停には相手がいるので、相手が望む

ものと違えばなかなか調停は難しいかもしれない。それでも、第三者が入ることに大きな

メリットを感じた。当事者同士でうまくいかないときに解決策を出してくれることはメ

リットであり、そこがみんなに伝わればよいのではないかと思った。しかし、多くの人が

民事調停のことは知らないであろうから、テレビなどのメディアを活用して広報し、それ

を見た人が民事調停を利用すれば解決できるかもしれないと思ってくれるかもしれない。 

○ 地裁委員会の過去のテーマを見ると、民事調停に関するテーマを複数回取り上げてい

るが、その時の話合いで何か今に活かされているものはあるのか。 

□ 例えば、エレベーター前に看板を出して民事調停のことを周知したらどうかというの

は過去に出た意見であり、それを踏まえて看板を設置した。 

○ あれは効果があるのか。ここに来ない限り見ることはないのではないか。紛争について

相談するとしたら警察か消費者センターや労働基準監督署とかであろう。それか、ネット

で調べて自分で解決するのがほとんどだと思う。もう少しマスメディアを使う必要があ

る。また、資料にはいろいろな取組が羅列されているが、具体的に何をして、どうなった

のかという詳細が分からない。 

□ 令和元年、２年頃に、自治体への周知の取組を行ったことがあり、消費生活センターに

民事調停の説明のために講師派遣をしたり、労働基準監督署、市役所や警察本部を訪問し

て調停制度の説明をしたりしたことはあるが、コロナ禍により途中で中断し、検証などは

していない。 

● 最初にみんなが相談に行くところに周知することと、予算の問題はあるが、ネットの活

用が重要だということになろうか。ネットで検索する際にキーワードでうまく引っかか

るようにできるとよいが。 

○ 民事調停を広く知ってもらうには、やはり警察がよいのではないか。まずは警察に相談

するだろうから。また、近所の紛争であれば、自治会長もあり得るかもしれない。 

○ すごく遠回りかもしれないが、民事調停を学校での出前授業で取り上げ、子どもから家

庭へと広めていく方法もあるのではないか。 



4 

 

● それは法教育の一つであろうが、検察庁や弁護士会の取組で民事調停が取り上げられ

ることはあるか。 

○ 検察庁として民事調停を取り上げることはないが、警察官にもっと周知した方がよい

と感じた。金の貸し借りや売買代金の支払いなどは詐欺事件につながることもあり、告

訴・告発を求めて市民が警察を訪れることがある。警察を通じ民事調停の制度をもっと市

民に伝えられれば申立て件数が増えるのではないか。 

○ 弁護士会には法教育委員会があり、学校等に弁護士を日常的に派遣している。消費生活

センターでもよく出前講座を行っている。警察については、民事の問題は弁護士や裁判所

に相談に行くように伝えてもらえるとよい。パンフレットについては、裁判所に置いても

裁判所に来た人しか見ないので意味がない。広告を出すのであれば、どういう人をターゲ

ットにし、どういうふうに情報を伝えるかを考えることになる。少額の紛争であれば例え

ば消費者センターに置いてもらい、職員にも調停のことを理解してもらうとよい。労働関

係なら労働基準監督署に設置してもらうことが考えられる。また、今はほとんどネットで

検索するので、ネットでヒットするようにしないといけない。しかし、「民事調停」とい

う検索は普通しないので、ほかの言葉でうまくヒットするようしないといけない。また、

動画を載せるのであれば、見てみたいと思わせるものがよい。 

● 弁護士にとって民事調停は使いやすいか。 

○ 弁護士が代理人になって民事調停をやる例もある。弁護士が付くと費用倒れする場合

は、一人で民事調停を申し立てるようにアドバイスすることもある。訴訟すべきものは訴

訟にする。裁判所に言われればある程度のところに落ち着く見通しが立てば調停をやる

だろう。 

○ 学生が調べる方法はやはりネットでの検索か。学生の課題を解決する方法として大学

が行っていることは、トイレの扉に相談先を貼っておくというやり方である。心理的な問

題や学生同士のトラブルを抱えている場合にすぐに相談センターに連絡できるよう、フ

ォームの URL を記載している。大学生にありがちなトラブルを具体的に示し、その解決

に民事調停が活用でき、URL からそこにすぐにたどりつけるようになっていれば、効果

的ではないかと思った。 

□ 民事調停についてはもっと積極的に広報しないといけない。当事者が紛争に直面した

ときに、どんな手続があるかを調べるよりも、まずどこに相談しに行くかが大きいと思っ

た。そこに重点的に広報しないといけない。また、相談機関では、取るべき手続について

適切な教示がなされていないこともあるので、周知する中で改善していかないといけな

いと感じた。 

● いろいろ御意見をいただき、ありがとうございました。 

以 上  

  


